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はじめに 坂井市の取り組み紹介
起 今なぜ “共進化” が必要なのか
承 共進化の土台の構築
転 地域循環共生圏の芽生え
結 共進化への展望



2021年 ゼロカーボンシティ宣言

福井県で最初に宣言を行った自治体

坂井市の取り組み紹介
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坂井市の温室効果ガス排出状況と目標

(2013年度比)

2030年度削減目標

50%削減

2013～２０２２年
環境省:自治体排出カルテより

(2013年度比)

2050年度削減目標

ゼロカーボン

単位:t-CO2

坂井市の取り組み紹介
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産業部門 特定事業所の脱炭素化
特定事業所と連携した太陽光発電
ソーラーカーポートや省エネ化設備の導入 など

業務その他部門

公共施設の脱炭素化
浄水場跡地への太陽光発電の設置、全公共施設へのLED化
公用車の次世代自動車化、公共施設等へのEV充電スポットの設置
再エネ電力の調達 など

木質資源を活用
木質バイオマスボイラーや薪・ペレットストーブの導入
最適な木質チップの生産・流通体制確保 など

再エネ・省エネ機器等の
導入支援

太陽光発電・ソーラーカーポートの導入
新築・既築建物のZEB化
高効率空調・照明・省エネ型家電導入 など

家庭部門

木質資源を活用 木質バイオマスボイラーや薪・ペレットストーブの導入 など

再エネ・省エネ機器等の
導入支援

太陽光発電の導入促進
高効率空調・照明・省エネ型家電導入 など

運輸部門

再エネ・省エネ機器等の
導入支援

次世代自動車の導入促進及び充放電設備（V2H、V2B）促進 など

公共交通の充実による
移動の脱炭素化

バス・タクシーなどの次世代自動車化の促進
オンデマンド交通の導入、公共交通機関の利用促進
自転車・レンタサイクル等の利用促進 など

その他

環境教育や市民ワーク
ショップの実施

脱炭素・SDGs等に係る環境教育
住民参加型脱炭素ワークショップの実施
ゼロカーボンコンソーシアムの実施 など

豊かな自然を活かした
環境意識の醸成

森林吸収量の増加促進
グリーンツールズムの推進
中小水力発電導入 など

坂井市の取り組み紹介
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環境省
重点対策加速化事業

福井県坂井市：産官金パートナーシップで築くオール坂井脱炭素イノベーションプラン
～テクノポート福井を中心とした 地域エネルギー循環都市の実現～

事業計画の特徴

• 事業者向け太陽光導入においては、臨海工業地帯であるテクノポート福井に位置する事業者を優先採択するとともに、余剰電力を近隣工場
へ融通させた送電を行うことで、製造業における脱炭素経営を推進し、テクノポート福井への産業誘致につなげる。

• 本事業を契機に包括連携協定を発展させ、産官学金連携組織「ゼロカーボンさかいコンソーシアム」を設立。商工会、青年会議所と連携して
ネットワークを広げ、コンソーシアムの枠組みにおいて、中小企業向けの省エネ診断、CO2排出量計算を支援。

• 個人、事業者向け薪・ペレットストーブ及び事業者向けバイオマスボイラーの導入により、市内で生産されるC・D級木材約20,000㎥/年のう
ち約１割の活用が見込まれる。 ※2030年度までに公共・公用施設の電力消費に伴うCO2排出を実質ゼロとする。

事業計画の効果・費用

再エネ導入

9,877kW
79,776
t-CO2

CO2削減 事業費

31.8億円

交付金額

8.6億円

計画期間

令和7年度
～

令和11年度

太陽光発電設備の導入（PPA等）

ソーラーカーポートの導入

バイオマスボイラーの導入

薪・ペレットストーブの導入
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福井港に隣接する臨海工業地帯「テクノポート福井」

経済産業省
産業団地におけるGXの実践的手法調査事業 6



環境教育 小学生
ふるさと納税を財源

環境教育 小学生
ふるさと納税 1,050万円7



環境教育 中学生
ふるさと納税を財源

環境教育 中学生
ふるさと納税 720万円8



親子環境学習
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市民ワークショップ

市民ワークショップ
100万円10



林業

• 森林の適正管理による
CO2吸収量の増加

• 木質バイオマスの生産
• 地域産木材を活用した
建築物の増加

木質バイオマ
ス

バイオマスボイラー/薪ストーブ

• 木質バイオマスを地域で活用しエ
ネルギーを地産地消する

ちくちくぼんぼ
ん

• 域外からの校外学習の
受け入れ

• 「木育」による環境意
識の向上

特定事業所

• 地域で発電した再エネ由来電力を使用しエネルギー代金による
所得流出を抑える

• 水素やメタンなど新たなエネルギーの活用

太陽光発電

食の地産地消

• スマート農業・漁業*による所得率の向
上

• 地元産のものを地元で消費する

海・川・里・山 すべて の資源が活用され、地域に循環する脱炭素戦略

• 再エネ電力を活用した
観光

観光地

家庭・事業所・公共施設等の取り組み

• 再エネ導入＋断熱性能の向上によりZEH、ZEB化
• 再エネ由来電力、太陽熱利用、薪ストーブなどの再エネ由来エネルギーを積極的に活用
• 次世代自動車とV2H等の活用により災害時も安心して暮らせるまちづくり
• 高効率設備機器の導入による省エネ化

• 地域の人々が自らの興味・関心・意欲（＝内発的動機）
によって主体的・能動的に地域課題の解決に取り組むこ
とで、持続可能で効果的な地域づくりを実践することが
できる。

• 地域づくりと併せて脱炭素の視点を持つことにより、地
域課題と脱炭素の同時解決についてより広い視野で考え
ることができる。

• 各コミュニティの人々だけでなく、市民・事業者・行政
や地域内外などあらゆる人々と繋がり、パートナーシッ
プを形成して課題を解決することができる

内発的動機づけによる脱炭素地域づくりの実践

家庭・事業所・公共施設

• PPA等を駆使した再エネ導
入

• ZEH化・ZEB化・省エネ化
• 次世代自動車の導入
• レジリエンスなまちづく
り

公共交通

• 公共交通が活性化し、交通
弱者のいないまち

• 次世代自動車及びインフラ
の整備

観光客の流入による所得
向上と関係人口の増加

• 外からやってくる人に
とっても魅力的なまち

• グリーンツーリズムの実
施

• 地域で生まれた
再エネ電力を地
域で利用

森林資源の地域内利用に
よる所得向上と資源循環

産業部門の再エネ活用による
エネルギー代金流出抑制

再エネ活用と地域内消費に
よる農林水産業の活性化

営農型太陽光発電
*

• 営農型太陽光発電
の実施により農家
の所得率向上

内発的動機づけ

• 環境教育や脱炭素地域
づくりワークショップ
による内発的動機づけ

交通弱者や観光客も
移動がしやすいまち

再エネ活用によって暮らし
やすく災害に強いまち

地域の人々が自ら主体的・能動的に
脱炭素地域づくりを実践

小水力発電
風力発電

坂井市脱炭素ビジョ ン 事業全体イメージ 2050年までに目指す地域脱炭素の姿
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今なぜ “共進化” が必要なのか

【行政（環境政策）の課題】

・脱炭素を進め、温暖化を抑える

・ごみ減量と資源循環を強化する

・ポイ捨てのないまちをつくる

・プラスチックごみを削減する

・環境美化を地域ぐるみで進める

・高齢者のごみ出しを地域で支える

など

行政だけでは限界がある

13

起

承

結

説明文

脱炭素の取り組みを進め、地球温暖化の進行を食い止めていきたい
→ 持続可能な地域のために、温室効果ガスの削減を着実に進めたい

ごみの減量化、資源ごみのリサイクル化を図りたい
→ 限りある資源を大切にするため、ごみの減量と資源化を一層進めたい

ごみのポイ捨てを防止したい
→ 地域の景観と環境を守るため、ポイ捨てのないまちをめざしたい

海洋プラスチックごみ、マイクロプラスチックを減らしたい
→ 海や川を未来につなぐため、プラスチックごみの発生削減に取り組みたい

6月の環境月間をはじめ、普段からの環境美化活動に住民の力を貸してほしい
→ 環境月間だけでなく、日頃の美化活動にもみなさんと一緒に取り組みたい

高齢者のごみ出し支援に力を貸してほしい
→ 高齢者が安心して暮らせるよう、地域でのごみ出し支援にご協力いただきたい12



今なぜ “共進化” が必要なのか

【自治会(運営)の課題】

・人口減少で役員の担い手・財源が不足している

・少子高齢化で活動の活力が弱まっている

・地域のつながりが希薄になっている

・空き家が増え、地域環境へ影響が出ている

・災害の激甚化で地域の防災力向上が必要

・女性の声を自治会運営にもっと活かしたい

・自治会加入率が年々下がっている など

起

自治会だけでは限界がある
13



今なぜ “共進化” が必要なのか

【市民活動(担い手・現場)の課題】

・人口減少と働く世代の時間不足で、担い手が育ちにくい

・活動の高度化に対し、専門性や若手参加が追いつかない

・助成金依存で、活動の継続性が弱い

・環境、防災、福祉など役割が拡大している

・専門知識やネットワークづくりに手が回らない

・活動が点在し、地域全体での連携が不足している

など

起

市民活動組織だけでは限界がある

説明

1.人口減少と多忙化により、環境・まちづくり団体の担い手が不足

2.活動の高度化に対し、専門性と若手参加が追いついていない

3.助成金中心の財政では、活動の継続性が確保しにくい

4.環境・防災・福祉など課題が増え、団体に求められる役割が拡大

5.専門的な知識やネットワークづくりに手が回らない

6.活動が“点”にとどまり、地域全体としての連携が不足している

14



共進化の土台の構築承

行政×市場×市民が同じテーブルに／

共進化を見つけめる旅

(国)第六次環境基本計画の基本的考え方
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共進化の土台の構築承

行政×市場×市民が同じテーブルに／

共進化を見つけめる旅

(坂井市)第二次環境基本計画の基本的考え方

自治会
農村
集落

市

生活基盤を支える 農業・環境保全の実践

人材育成支援
制度的・財政的支援

協進化

まちづくり基本条例=協働のまちづくり
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承
共進化の土台の構築【自治会】
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坂井市土地面積 ２０,３２９ha
農地:山林:宅地等 ≒ １：１：１

農地や農村が本来もっている「多面的な働き」（防災・景観保全・生物多様性

水源涵養など）を守るため、地域住民が行う保全活動で、国が支援する。

農 地 約6,000ha
多面的活動 約5,000ha
約８４%の農地をカバー

(農林水産省)承 【農村集落】 共進化の土台の構築

多面的機能支払交付金活動
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承 【農村集落】

(農林水産省HP) 20



承
(農林水産省HP)

【農村集落】
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行政×市場×市民が同じテーブルに／

自治会

４４０

加入率

86.3%

年間活動人数

７.６万人

坂井市では持続可能な自治会運営に向けた

自助・共助の取り組みが活発です

地域循環共生圏（ローカルSDGs）の芽生え転
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住みたい場所とは？

右左どっち

<生活環境>

転 【自治会】
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住みたい場所とは？

右左どっち

転

<地域コミュニティ>

【自治会】

24



地域循環共生圏（ローカルSDGs）の芽生え

転 【自治会】

25



自治会

自治会

転
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【活動事例】

• 用水路や農道の維持管理を地域で協力して実施しています

• 生きもの調査や景観保全など、暮らしと環境を守る活動が広がっています

• 集落間での連携も進み、地域コミュニティの力が強化されています

坂井市では地域住民が主体となった農地・環境保全活動がとても活発です

地域循環共生圏（ローカルSDGs）の芽生え

農村集落

１２９/140

構成員

１．１万人

年間延べ活動

人数２.８万人

転
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共進化への展望 ～暮らし・なりわい・地域づくりの挑戦～

1

行政×市場×市民が同じテーブルに／

結
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人・農地・環境が織りなす地域循環共生圏連携協定

１.包括連携協定の意義
自治会連合会 × 農地水広域協定 × 坂井市 が連携
多様な主体が協働して地域課題を解決
次世代に誇れる「豊かなまちづくり」を実現

２.地域が抱える課題
人口減少・少子高齢化による担い手不足
農地の荒廃、耕作放棄地の増加
気候変動による災害の激甚化
農業施設の老朽化、有害鳥獣被害
自治会の弱体化、空き家問題、地域コミュニティの希薄化

３.必要とされる考え方：地域循環共生圏
「人・農地・環境」が支え合う仕組み
自然資源を適切に管理し、生物多様性を守る
地域の暮らし・経済を豊かにする持続可能なモデル

暮
ら
し
・な
り
わ
い
・地
域
づ
く
り
の
挑
戦

結
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「気候危機」と言われるようになった現在、深刻な気象災害
が多発しています。今後も大雨や台風のリスク増加が懸念され、
私たちは激甚化する災害への脅威にさらされています。

2050 年カーボンニュートラルの実現に向け、我が国は国内
の温室効果ガス排出「実質ゼロ」を実現すべく、「脱炭素社会」、
「循環経済」、「分散型社会」の構築へと動き出しています。

これらを担う

地球温暖化対策において、坂井市自治会連合会、坂井市農地
水広域協定、坂井市が「いま」そして「これから」を協働で取り
組みます。各々が課題解決を続けながも、時には手を取り合っ
て

❸アメリカザリガニやブラックバスなどの外来種の駆除及びホタルなどの在来種の保全

❷農地、農業用水などに生息する生きもの観察

❶地域環境美化の推進
クリーンキャンペーン、河川クリーンキャンペーンの実施

❸住民(農業者・農業者以外)パトロールによる不法投棄の防止活動

❶野焼き防止の理解とわらのすき込み推進

❷家庭から排出されるプラスチックごみ、農業用プラスチックごみの回収
リサイクルの推進

❶ecoイベントの開催
市イベントへの出展

連携協定後に協力して取り組む具体的な事業(例)

1.生活環境の分野

2.農業環境の分野

❹気候変動による防災対策
防災備蓄、災害を見据えた講習、田んぼダムの仕組みと実践

❸農地や用排水などの農業施設の清掃活動

❹病害虫駆除、松くい虫被害伐採後の植林活動

3.環境学習の分野

❷コンポストによる堆肥化推進

結
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